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がまごおり 議会だより 2022.8

■６月定例会で議決された令和４年度補正予算

４
１
５
万
９
０
０
０
円
が
今
回

の
改
正
に
よ
る
歳
入
の
増
加
額

と
な
り
ま
す
。

●
本
会
議
で
の
主
な
論
点

賛
成
今
回
の
改
正
は
、
地
方
税

法
施
行
令
の
改
正
に
伴
う
も
の

で
あ
り
、
国
の
社
会
保
障
審
議

会
の
議
論
に
も
沿
う
も
の
で
あ

る
。
課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ

に
よ
り
、
こ
れ
を
超
え
る
者
の

負
担
は
増
え
る
が
、
中
低
所
得

者
に
配
慮
し
た
税
率
の
設
定
が

可
能
と
な
る
た
め
、
国
の
改
正

に
準
じ
て
行
う
べ
き
と
考
え
る
。

反
対
限
度
額
は
こ
の
10
年
間
を

見
て
も
32
％
と
異
常
な
上
が
り

方
で
あ
り
、
国
民
健
康
保
険
税

負
担
が
重
過
ぎ
る
。
ま
た
、
今

回
は
、
国
が
低
所
得
者
へ
の
軽

減
措
置
を
行
わ
な
い
な
ら
、
市

独
自
で
軽
減
拡
充
を
し
て
も
良

い
の
で
は
と
考
え
る
。

問　

課
税
限
度
額
引
き
上
げ
に

よ
る
国
民
健
康
保
険
の
財
政
的

な
影
響
に
つ
い
て
、
試
算
は
。

答　

引
き
上
げ
に
よ
る
国
民
健

康
保
険
税
の
調
定
額
の
増
加
分

に
、
当
初
予
算
の
収
納
率
95
・

０
％
を
か
け
る
と
、
約
３
８
６

万
４
０
０
０
円
の
増
と
な
り
ま

す
。
こ
れ
に
国
・
県
の
負
担
金

と
市
か
ら
の
繰
入
金
の
増
で
あ

る
29
万
５
０
０
０
円
を
足
し
た

●
国
民
健
康
保
険
税
の

　
課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ

　（
第
47
号
議
案
）

　

地
方
税
法
施
行
令
の
改
正
に

伴
い
、
国
民
健
康
保
険
税
の
基

礎
課
税
額  

（
医
療
分
）、  

後
期

高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
（
支

援
分
）
に
係
る
課
税
限
度
額
を

引
き
上
げ
ま
す
。

●
文
教
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

ッ
プ
に
着
手
し
て
い
ま
す
。
施

工
時
期
は
未
定
で
す
が
、
今
後
、

専
門
家
の
指
導
の
下
、
歩
行
者

利
便
増
進
道
路
の
社
会
実
験
等

を
実
施
し
て
い
く
も
の
と
考
え

て
い
ま
す
。
そ
の
他
の
場
所
に

つ
い
て
は
、
今
の
と
こ
ろ
、
歩

行
者
利
便
増
進
道
路
の
候
補
と

な
る
予
定
は
あ
り
ま
せ
ん
。

●
子
ど
も
医
療
費
助
成
を
拡
大

　（
第
46
号
議
案
）

　

子
育
て
家
庭
を
支
援
し
、
子

ど
も
の
健
全
な
育
成
と
福
祉
の

増
進
を
図
る
た
め
、
子
ど
も
医

療
費
の
助
成
対
象
を
、
こ
れ
ま

で
の
入
院
に
加
え
、
通
院
医
療

費
に
つ
い
て
も
、
中
学
校
卒
業

ま
で
か
ら
18
歳
に
達
し
た
年
度

末
ま
で
拡
大
し
ま
す
。

●
文
教
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

問
　
高
校
生
世
代
へ
は
、
新
た

に
受
給
者
証
を
交
付
す
る
と
い

う
こ
と
だ
が
、
ど
の
よ
う
な
手

続
き
が
必
要
か
。

答　

高
校
生
世
代
は
申
請
が
必

要
と
な
り
ま
す
。
９
月
下
旬
に

申
請
書
と
返
信
用
封
筒
を
同
封

し
た
も
の
を
発
送
し
、
手
続
き

は
原
則
郵
送
対
応
と
し
ま
す
。

申
請
手
続
き
を
し
た
方
に
対
し
、

12
月
中
に
受
給
者
証
を
郵
送
し

ま
す
。

会計名
（補正号数） 補正の主な内容 補正額 補正後の

予算額

4億 2,462
万円

327 億 8,812
万円

1億 7,448
万円

329 億 6,260
万円

0 70 億 9,180
万円

7,500 万円 2億 1,090
万円

160 万円 19 億 3,550
万円

一般会計
（第１号）

一般会計
（第２号）

水道事業
会 計
（ 第 1 号 ）

公共用地
対策事業
特別会計
（第１号）

国民健康
保険事業
特別会計
（第１号）

●
市
道
の
構
造
の
技
術
的
基
準

　
を
定
め
る
条
例
の
一
部
改
正

　（
第
44
号
議
案
）

　

道
路
構
造
令
の
改
正
に
伴
い
、

交
通
事
故
の
防
止
を
図
る
た
め

必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
設

け
る
施
設
に
、
自
動
運
行
補
助

施
設
を
追
加
し
ま
す
。

　

ま
た
、
に
ぎ
わ
い
あ
る
歩
行

者
中
心
の
道
路
空
間
を
構
築
す

る
た
め
、
歩
行
者
が
安
心
・
快

適
に
通
行
・
滞
留
で
き
る
空
間

が
整
備
さ
れ
、
占
用
を
柔
軟
に

認
め
ら
れ
る
「
歩
行
者
利
便
増

進
道
路
」
に
つ
い
て
、
構
造
の

基
準
を
定
め
ま
す
。
こ
れ
に
伴

い
、
蒲
郡
市
移
動
等
円
滑
化
の

た
め
に
必
要
な
市
道
の
構
造
に

関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
中

の
有
効
幅
員
の
定
義
に
つ
い
て
、

規
定
の
整
理
を
行
い
ま
す
。

●
経
済
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

問　

自
動
運
行
補
助
施
設
と
は

ど
う
い
う
も
の
か
。
市
内
に
あ

る
か
。
今
後
の
予
定
は
ど
う
か
。

答　

自
動
運
行
補
助
施
設
と
は
、

自
動
運
転
車
の
運
行
を
補
助
す

る
施
設
で
、
電
磁
誘
導
線
や
電

磁
マ
ー
カ
ー
等
を
使
用
し
て
運

行
を
補
助
す
る
も
の
で
す
。
今

の
と
こ
ろ
、
市
内
に
お
い
て
自

動
運
行
補
助
施
設
の
整
備
計
画

及
び
整
備
予
定
は
あ
り
ま
せ
ん
。

問　

歩
行
者
利
便
増
進
道
路
は

市
道
駅
南
１
号
線
以
外
の
道
路

も
想
定
さ
れ
て
い
る
の
か
。
市

民
の
利
用
は
い
つ
頃
の
想
定
か
。

答　

市
道
駅
南
１
号
線
に
つ
い

て
は
、
令
和
４
年
度
か
ら
東
港

地
区
開
発
推
進
室
に
お
い
て
、

市
民
参
加
に
よ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ

新型コロナウイルス感染症対策事業費
　住民税非課税世帯等に対する
　臨時特別給付金給付事業費

1億 770 万 3 千円
　子育て世帯生活支援特別給付金
　給付事業費　　　　       7,418 万 7 千円
コロナ禍における原油価格・物価高騰等
総合緊急対策事業費
　私立保育園等給食費無償化補助金

　　　　         655 万 5 千円
　私立幼稚園給食費無償化補助金

　　　　         483 万 5 千円
　市外学校等学校給食費支援事業費

　　　　               104 万円

水道事業会計繰出金          2 億 3,030 万円

財源補正
　国民健康保険税　　      　386 万 4 千円
　一般会計繰入金　　　       29 万 5 千円
　国民健康保険事業基金繰入金

　　　△415 万 9 千円

一般会計繰出金　　　 　      　7,500 万円

収益的支出
　水道料金システム改修等委託料　　　 
　　　　　                              160 万円
※水道基本料金の免除に伴う改修

財政調整基金積立金    　       7,500 万円

国民健康保険事業特別会計繰出金 
                        29 万 5 千円

がん患者アピアランスケア支援事業費
補助金                                   70 万円

市道春日浦２号線舗装補修工事費
                      　2,470 万円

市道栄町宝町１号線改良事業費
                                   1,550 万円

倉舞港維持整備工事費
                                   540 万円

災害時避難行動計画策定委託料
835 万 6 千円

地域とともにある学校づくり推進事業
委託料                                   13 万円

見守りシステム実証実験事業費
294 万 8 千円

見守りシステム多職種連携事業費
                     1,807 万 9 千円

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費
国庫補助金返還金

1,238 万 9 千円

施設園芸省エネルギー化施設設備整備
事業費補助金

1,098 万 3 千円

※


